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研究の背景と目的

　本研究は、防災上危険な密集市街地の改善のために都市

計画決定される防災街区整備地区計画の計画作成技術指針

の作成を目的として実施したものである。

　防災上危険な密集市街地は全国に約 25,000ha ある

とされ、その内、特に危険な「重点密集市街地」は全国

に400地区、約8,000ha が把握されている。国は平成

23年までに重点密集市街地を解消するとしており（都市

再生プロジェクト第3次・第12次決定）、「密集市街地

における防災街区の整備の促進に関する法律」（平成9年

法律第49号）（以下、「密集法」という。）の改正をはじ

めとして様々な対策を講じている。

　防災街区整備地区計画は、都市計画法（昭和43年法律

第100号）上の地区計画等の一であり（都計法第12条

の4第2項）、密集法第32条に規定される密集市街地の

整備のための特別の地区計画である。

　重点密集市街地の整備にあたっては、最低限の安全性能

を確保する水準の計画が、防災街区整備地区計画として都

市計画に定められていることが望ましい。その計画に沿っ

て、各種事業や地権者等の建築行為がなされることによっ

て、最低限の安全性が確保されることになる。

　一方、最低限の安全性については、様々な考え方があり、

どのような水準で計画を作成すればよいかは必ずしも明確

ではなかった。そのため、最低限の安全性水準を再定義し

た上で、その水準を満たす計画を作成できる技術指針が必

要になっていた。

　本研究では、最低限の安全性の再定義、最低限の安全性

を確保する計画水準を検討の上、それらの結果を技術指針

として取りまとめている。

　本論では、技術的な検討内容について紹介するものとす

る。取りまとめた「防災街区整備地区計画作成技術指針」

は、平成19年6月に国土交通省から通知（国都計第30

号）として発出されるとともに、国土交通省HP（http://

www.mlit.go.jp/crd/city/plan/unyou_shishin/index.

htm）に掲載されているので、必要に応じて参照頂きたい。

　なお、本研究は国土交通省都市・地域整備局からの受託

研究として実施したものであり、「防災街区整備地区計画

策定マニュアル検討委員会」（委員長：加藤孝明（東京大

学大学院工学系研究科都市工学専攻助手））を JICE 内に

設置した。

最低限の安全性の再定義

1重点密集市街地の定義　
　重点密集市街地において、「最低限の安全性」とは、地

震時等において同時多発火災が発生したとしても、際限な

く延焼することがなく、大規模な火災による物的被害を大

幅に低減させ、避難困難者がほとんど生じないことをい

い、市街地の燃えにくさを表わす指標である不燃領域率で

40％以上を確保すること等をいう（「地震時等において

大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街

地」について　平成15年 7月 11日　国土交通省）と

されている。

　不燃領域率は、幅員6m以上の道路、学校グランド、公園、

耐火建築物等の不燃領域の市街地面積に対する割合であ

り、市街地の安全性を評価する代表的指標である。

（参考）不燃領域率の計算式（参考）不燃領域率の計算式
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2不燃領域率40％の意味　
　「不燃領域率40％相当の安全性」の意味するところは、

人的安全性の確保、すなわち、避難困難者率がほとんど0

になることである。不燃領域率40%が最低限の安全性と

して定義されたのは、次の経緯による。

　東京都が策定した「防災都市づくり推進計画」及び「木

造住宅密集地域整備プログラム」（ともに平成9年 3月）

において、市街地の焼失率と広域避難地への避難困難者

率との関係が分析され、焼失率を20～ 25％に抑えるこ

とで、避難困難者率を「ほとんど0にする」ことができ

ることが解明され、これを達成しうる不燃領域率の値が

40％であるとされた。

3原点への回帰

　不燃領域率を向上させる方法には、道路等の整備、公園

等の整備、建築物の不燃化という複数の手段がある。換言

すれば、道路・公園等の公共施設整備でなくても、建築物

の不燃化建替でも向上する。

　現に開発圧力の高い地域では、幹線道路沿道のマンショ

ン建設によって不燃領域率が向上している。しかし、そう

した場合の多くは、地区内の道路等は狭隘なままであり、

災害時の避難はおろか、平常時の消防等緊急車両の通行困

難、福祉・宅配等の車両の通行困難等の問題が置き去りに

されてしまう。

　そのため本研究では、不燃領域率40％は様々な達成方

法があるが、望ましい達成方法とは道路整備を伴い避難困

難者をほとんど0にすることと考えた。

防災街区整備地区計画の役割

1防災街区整備地区計画の役割

　本研究では、避難困難者率をほとんど0にするための

防災街区整備地区計画の役割を検討した。

　防災性向上を図るまちづくりにおいて、避難安全性を実

現するためには、避難地（都市計画公園）・避難路（都市

計画道路）は公の責任で整備されるべきものであり、建築

物の倒壊防止は当該建築物の所有者等の責任で対処される

べきものであると考えた。

　そして、その中間の部分である「建築敷地の前面道路か

ら避難路へ脱出可能」にすることが防災街区整備地区計画

の役割であると考えた（図 -1参照）。

2特定地区防災施設の活用

　防災街区整備地区計画では、火事又は地震が発生した場

合において延焼防止上及び避難上確保されるべき機能とし

て「特定防災機能」があり、これは防災公共施設である「地

区防災施設」又は「特定地区防災施設」によって達成され

るものであるとされる。

　地区防災施設及び特定地区防災施設は、道路や公園等の

公共施設であり、このうち、特定地区防災施設は周辺の建

築物に対して構造、間口率、高さの最低限度の制限を行う

ことによって、高い防災機能を確保するものである。その

ため本研究では、特定地区防災施設（道路）を用いて避難

困難者がほとんど0を達成することが妥当であると判断

した（以下、特定地区防災施設の道路について論じる。）。

　なお、特定地区防災施設のみで避難困難者がほとんど0

になるのではない。広域避難地及び避難路（都市計画道路

等）の整備、家屋の耐震化も重要である。

図-2　災害時避難のイメージ図-2　災害時避難のイメージ

図-1　まちづくりにおける役割分担
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3特定地区防災施設による避難の考え方

　特定地区防災施設は、前面道路と避難路（都市計画道路

等）との中間に位置する道路である。地区内の避難は、背

後地の各建築物が接続する前面道路→特定地区防災施設→

避難路（都市計画道路等）という段階を経る。

　避難困難者がほとんど0＝避難路への到達確率がほぼ

100％として、①背後地から特定地区防災施設への到達

確率を導く、とともに、②特定地区防災施設から避難路（都

市計画道路等）への到達確率を導き、①②双方を合算して

各家屋から避難路（都市計画道路等）への到達確率を導く

ことによって、特定地区防災施設の整備効果を評価するこ

とができる。

4到達確率計算の考え方

　到達確率を導くためには、震災時の道路閉塞要因を考慮

して、道路閉塞による避難困難が発生しないように、一定

の水準をもった道路が、一定のネットワークを組む必要が

ある。

4-1　道路閉塞要因

　前面道路や特定地区防災施設が避難上、閉塞するのは、

道路沿道建築物の倒壊、火災延焼による熱の影響による。

　阪神・淡路大震災において、道路閉塞の要因は、「家屋

の崩壊」並びに「焼け倒れ」が大半を占める1）。電柱や

鉄道などの要因もあるが、それらは少数であるとともに、

防災街区整備地区計画によって対策を講じるものではな

く、別の方策によって対策されるものであることから、本

研究では除外することが適当と判断した。

　なお、平成19年新潟県中越沖地震でも柏崎市内におい

て、建築物の倒壊による道路閉塞が確認されている。

4-2　リンクの閉塞確率とノードの閉塞確率

　道路閉塞により避難困難が生じるのは、ノード（道路の

端点、交差点、屈曲点）が完全に孤立した場合である。ノー

ドが孤立するのは、そのノードに接続するリンク全てが閉

塞したときである。

　ノードに接続するリンク（ノードとノートを結ぶ線）が

n本（すべて同じ閉塞確率）あり地区外に接続している場

合には、リンクの閉塞確率を qとしたとき、そのノード

の閉塞確率（qn）は qn ＝ qn　となる。また、ノードから

地区外への到達確率（P）はP=1-qn　となる。リンクが

4本である場合、ノードから避難路（都市計画道路等）へ

の到達確率（P）はP=1-q4 となる。

　ただし、P=1-qn となるのは、特定地区防災施設のノー

ドから、他のノードを経由しないで避難路（都市計画道路

等）にたどり着ける場合であって、道路ネットワーク形状

によって、計算式は変わってくる。

5技術指針に示すべき内容　
　本研究では、特定地区防災施設を活用して、避難路（都

市計画道路等）へ避難できること、すなわち避難困難者が

ほとんど0となる特定地区防災施設のネットワーク配置

（配置ピッチ、配置密度）を検討し、これを地区の状況に

応じて選択できる数値として技術指針に示すことが妥当と

考えた。

　また、到達確率Pは、閉塞確率3%までを許容値とし、

97％を達成することとした。許容値は人口動態統計（厚

生労働省）の「不慮の事故」による死亡数割合を参考にし

ているが、本来的には、各地区の安全性の考え方に従って

定めるべきものといえる。

図-3　特定地区防災施設による地区外への避難

図-4　閉塞確率について
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到達確率の計測方法

1前面道路の道路閉塞確率

1-1　建築物の倒壊による道路閉塞確率

・ 背後地の中心の位置から、特定地区防災施設へ至るまで

の建築物の倒壊による道路閉塞確率を算定
qad＝1－（1－0.05）（na－2）×木造棟数率×（1－0.0125）2

※ 0.05：震度 7相当（地表面速度 100cm/s）のとき
の木造の被害率（全壊）2）0.057～ 0.359を参考に、道
路側への倒壊を加味した数値
※ na：前面道路沿道の建築物数

1-2　火災延焼による道路閉塞確率

・ 背後地の中心の位置から、特定地区防

災施設へ至るまでの火災延焼による道

路閉塞を算定。
qaf ＝（（（l 2/10,000）×ρ）0.5－2）2×0.000219 
×木造棟数比率×（（l /2+42.2）×（42.2 × 2）/l 2）

※ l：特定地区防災施設のリンク長
※ l/2 ＞ 42.2mのとき。ρ：棟数密度（棟 /ha）
※0.000219：阪神・淡路大震災（神戸市）の出火確率
※  42.2：木造市街地における出火後30分経過風下側延
焼距離（m）3）

1-3　前面道路：倒壊及び火災延焼による道路閉塞確率

・ 特定地区防災施設へ至るまでの建築物

の倒壊による道路閉塞及び火災延焼に

よる道路閉塞を合算し、背後地の中心

から特定地区防災施設へ至るまでの道

路閉塞確率を算定。
qa＝1－（1－qad）×（1－qaf）
qam＝qam　　　　　※m＝リンク数

2特定地区防災施設

2-1　 建築物の倒壊による道路

閉塞確率

・ 特定地区防災施設の沿道建築

物の倒壊による道路閉塞確率

を算定

qbd＝1－（1－0.01252）nb　
※  0.0125：震度 7相当（地表面速度 100 cm/s）の
ときのS造の被害率（全壊）2）0.042～ 0.180を参
考に、道路側への倒壊を加味した数値

※ nb：特定地区防災施設沿道の建築物数（片側）

2-2　火災延焼による道路閉塞確率

・ 背後地の火災延焼による火炎からの輻

射熱及び熱気流による特定地区防災施

設を通行する避難者の避難困難（道路

閉塞）確率を算定。

※ 閉塞確率は背後地の建築物群の火災によって起こるた

め、背後地の面積、棟数密度、木造棟数比率（不燃化率）

によって変化する。
※  qbf は防災まちづくり総プロの成果を活用して、本研究
において専用のプログラムを開発して計測

2-3　倒壊及び火災延焼による道路閉塞確率

・ 沿道建築物の倒壊による道路閉塞

及び火災延焼による道路閉塞を合

算し、特定地区防災施設の道路閉

塞確率を算定。
qb＝1－（1－qbd）×（1－qbf）
qbn＝qbn　　　※ n＝リンク数

3前面道路から特定地区防災施設： 

 

倒壊及び火災延焼による道路閉塞確率

・ 前面道路の閉塞確率及び特定地区防災

施設の閉塞確率を合算し、前面道路か

ら、特定地区防災施設の道路閉塞確率

を算定。

qab＝1－（1－qam）×（1－qbn）

4避難路（都市計画道路等）への到達確率

・ 地区内から地区外（避難路（都

市計画道路等））への到達確

率を算定。

・ 到達確率の目標を達成可能な

特定地区防災施設の最大リン

ク長を導く。
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P＝1－qab　

配置ピッチ・配置密度の計測

　棟数密度や不燃化状況によって様々な市街地状況に応

じて、避難路（都市計画道路等）への到達確率が目標値

（97％）以上となる特定地区防災施設のリンク長を求める

こととした。

　これによって、市町村が防災街区整備地区計画を策定す

る際に、市街地状況に応じて、どの程度の配置ピッチ、配

置密度で特定地区防災施設を配置すれば、最低限の安全性

を確保できるかが判明することになる。

1市街地状況に応じた配置ピッチの計測

　先に示した到達確率の計測方法により、市街地の棟数密

度、木造率等に応じて、避難路（都市計画道路等）への到

達確率を計測した。その結果は表1のとおりである（木

造率80％のとき、かつ、間口率0.7 の場合）。

　網掛けの部分は到達確率0.97 以上になり、最低限の

安全性があると判断できる。例えば、市街地の棟数密度が

60棟 /ha の場合、特定地区防災施設の最大リンク長は

180mである。

　こうした計測を、市街地の状況（木造率）、計画（間口率）

に応じて繰り返し実施して、様々な状況毎に避難困難者を

ほとんど0とする配置ピッチを計測した。

　本論では「正方格子モデル」を代表として配置ピッチ、

様々な配置パターンに対応する配置密度を紹介する。

2正方格子の配置ピッチ

　特定地区防災施設を格子状に配置する場合、地区の特性

（地区の棟数密度、不燃領域率）に応じて、表2から特定

地区防災施設の配置ピッチを選択することで、避難困難者

ほとんど0＝最低限の安全性を確保することが可能になる。

　

3様々な配置パターンに対応する配置密度

　特定地区防災施設を格子状以外に配置する場合、地区の

特性（地区の棟数密度、不燃領域率）に応じて、表3か

ら特定地区防災施設の配置密度を選択することで、避難困

難者ほとんど0＝最低限の安全性を確保することが可能

になる。

表-1　避難路（都市計画道路等）への到達確率

表-2　正方格子の配置ピッチ（単位：m）

図-5　正方格子の配置ピッチ（グラフ）
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おわりに

　本研究で実施した特定地区防災施設の配置ピッチ・配置

密度の計算方法は、「到達確率の計測方法」に紹介したと

おり簡明な確率計算式の積み重ねである。

　研究の当初では、より高度なパーコレーションモデルの

活用も検討したが、地区の形状が正方形、配置パターンが

正方格子に限られ、多様な状況への対応が困難であること

等から活用を見送ることとした。

図-6　様々な配置パターンに対応する配置密度（グラフ）

　また、最新のコンピュータ支援によるシミュレーション

を活用すれば、市街地の一棟毎の建築年次、構造に応じた

避難確率を計測することも可能である。しかし、詳細な

GIS データの整備を必要とすること等、市町村の負担が

大きいことから、これも見送ることとした。

　本研究は技術的に簡明であるとともに、配置ピッチ、配

置密度を導き、これを標準として示すことにより、地区の

状況に応じて必要な数値（道路の配置）を選択して最低限

の安全性を確保することを可能にした。本研究を取りまと

めた技術指針により、防災街区整備地区計画の取り組みが

進むことを期待する。

○担い手支援事業による支援

　国土交通省は平成19年度から「まちづくり計画策定担

い手支援事業」を創設し、まちづくりNPO等が密集市街

地等において地区計画等の都市計画の素案を作成するため

に必要な経費を補助している。防災街区整備地区計画の策

定において本制度が活用され、地域住民等が主体となった

まちづくりが推進している。
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